様式第２号（第６条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

十和田市長　小山田　久　様
　　
令和５年度十和田市エネルギー価格高騰対策事業者支援給付金（中小企業者）支給申請書

令和５年度十和田市エネルギー価格高騰対策事業者支援給付金（中小企業者）の支給を受けたいので、令和５年度十和田市エネルギー価格高騰対策事業者支援給付金事業実施要綱第６条第１項の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。

	申請者
個人名又は
法人名
※法人の場合は
代表者名も記入
	住　所
	〒

	
	フリガナ
	

	
	氏名又は名称
	

	
	電話番号
	

	
	法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事業情報
	店舗名
	
	℡
	

	
	所在地
	十和田市

	
	営業内容
	
	営業開始年月
	

	　※法人のみ記入
	出資金の額
	円
	従業員の数
	人

	年間売上額※
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	個人・法人の区分
	個人
	法人

	支給申請額
（該当区分に○）
	20,000円
	60,000円


※令和５年１月１日以降に開業した個人事業主や決算期未到来の法人は、営業開始の翌月から申請月の前月までの収入額を記載してください。
■振込口座
	振込口座
	金融機関名
	
	銀行・金庫
農協
	
	本店・支店・支所
営業所・出張所

	
	金融機関
コード
	
	
	
	
	店番
	
	
	
	

	
	預金種目
（該当区分に〇）
	１．普通　　２．当座
	

	
	口座番号
（右詰）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	口座名義人
(カタカナ)
	


　※振込先の口座は申請者本人の口座（法人の場合は当該法人の口座）に限ります。
※ゆうちょ銀行の場合は、他金融機関からの受取口座として利用する際の店名、店番、預金種目及び口座番号を記入してください。
[image: ]
【処理欄】

様式第２号（裏面）
	
誓約書　兼　同意書

　私（当社）は、令和５年度十和田市エネルギー価格高騰対策事業者支援給付金（中小企業者）の支給を申請するに当たり、下記の内容について誓約します。
記

１．令和５年度十和田市エネルギー価格高騰対策事業者支援給付金事業実施要綱第３条に規定する要件の全てを満たします。
２．申請書に記載された内容は事実と相違ありません。また、虚偽等があった場合は、給付金の返還に異議なく応じます。
３．十和田市から、現地調査、聴取調査、是正のための措置の求め等があった場合は、速やかにこれに応じます。
４．令和５年度十和田市エネルギー価格高騰対策事業者支援給付金事業実施要綱第６条第１項に規定する、給付金の支給の可否を決定するために必要な、十和田市が保有する私（当社）の収入・所得等の申告内容、市税等の納付の状況及び住民登録に関する情報を利用することに同意します。

以上
令和　　年　　月　　日　　　　　 
住　所
（法人名又は個人事業主名）　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　　

※法人の場合は、代表者名も記入し、代表者印を押印してください。



■添付書類　項目を確認し、該当する区分に☑をいれてください
	区分
	チェック欄
	項　　　　目

	個人
	□
	【令和４年分所得税確定申告又は令和５年度分の市・県民税申告をしている事業者】
・令和４年分所得税確定申告書又は令和５年度分市町村民税・都道府県民税申告書の写し
・青色申告決算書（又は収支内訳書）の写し

	
	□
	【令和５年１月１日以降に事業を開始した事業者】
・開業届の写し
・売上台帳等の写し

	法人
	□
	[bookmark: _GoBack]【直近事業年度分の法人市民税確定申告をしている事業者】
・直近事業年度分の法人市民税確定申告書の写し
・直近事業年度分の法人事業概況説明書の写し

	
	□
	【決算期が到来していない事業者】
・法人設立届出書の写し
・売上台帳等の写し

	
	□
	【非課税法人】
・履歴事項全部証明書又は公益法人等の設立について公的に認可等されていることが分かる書類の写し
・事業活動収支計算書その他直近事業年度分の事業収入が分かる書類の写し
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決定額 審査 不交付理由 納税状況 入力 書類確認 受付

20,000円

60,000円

交　付

不交付


